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今こそ、情報公開法を使って関連文書の全面公開を実現させよう！ 

日韓会談文書・全面公開を求める会 ニュース 

【控訴審判決速報】 第４２号（ 2014年 ８月 24日） 

 

  
目 次 

１頁 写真（記者会見） 

２－５頁 求める会声明 

６－７頁 請求からの流れ 

８－９頁 韓国側原告声明 

１０－１５頁 判決要旨 

１６頁 ２０１４年度総会・シンポ案内 

 

国の主張認める不当

判決！しかし、一審

判決の判断枠組みは

維持されたと判断

し、上告はせず。 

記者会見に臨む原告・弁護団（詳報は次号掲載予定） 
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日韓会談文書・全面公開を求める会 

2014年 8月 7日 

 

声   明 

 

（１）本件訴訟の控訴審における経緯（詳しくは別表参照） 

 本件訴訟は、日韓会談文書の最も大量の不開示処分を争う第３次訴訟として 2008 年 10

月 14日に提起され、2012 年 10 月 11日に東京地裁が大量の文書の開示を命ずる判決（以

下、一審判決）を下した。その後、国側が東京高裁に控訴し、原告側も附帯控訴を行って

いた。東京高裁では、４回にわたって口頭弁論が開催され、その中で小野啓一外務省北東

アジア課長の証人尋問（2014年 3月 13日）、原告の一人である太田修同志社大学教授（2014

年 3月 26日）などの尋問が実施されていた。 

2014 年 7 月 25 日に下された東京高裁の判決（以下、控訴審判決）は、外務省が控訴し

た不開示部分をすべて認めるとともに、本会が附帯控訴した不開示部分のうち、3 カ所を

除いてすべて退けるものであった。今回の判決において、インカメラについて何ら言及が

なく、不開示理由について概略的に述べたに過ぎない外務省の主張が認められた反面、本

会の主張がほとんど認められなかったことはまことに遺憾である。 

控訴審判決は、一審判決の結論の一部を覆した。その一部とは、一審判決で国側が開示

を命じられたがその後の見直しで自発的な開示を行わずに控訴を維持していた部分（４７

文書）、ならびに１審判決が開示を命じなかったために原告側が附帯控訴していた文書（６

７文書）の一部（２文書）である。控訴審判決は、こうした結論を導くに際して、一審判

決と異なる理由や判断枠組みを用いて、「行政庁に広範な裁量を委ねる趣旨ではなく」、「当

該判断の公正妥当を担保するに足りる、可能な限り具体的な事実関係に基づく合理的な根

拠を示す事を要する」（２０頁）と判断した。この判断枠組みをさらにどのように具体化す
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るかについて、控訴審判決は、一審判決と同じ基準を用いているのではなく、国が「おそ

れがあると合理的に判断することができる根拠が存在することを基礎づける事実について

可能な限り具体的に主張立証し、これらを総合的に踏まえて同条４号所定のおそれがある

と合理的に判断する根拠があることを証明する必要がある」としている。その意味で、控

訴審判決は、判断枠組みや判断基準については、一審判決に比べて、国側の説明責任をよ

り厳しく問う枠組みを採用したと評価できる面もあるが、それを内実あるものとするため

の努力が、今後の外交文書公開請求において必要とされる。 

他方で、控訴審判決は、不開示理由ごとに一審判決が設定した判断基準、例えば３０年

以上を経過した行政文書については不開示とするために相応の主張立証を行うべきだとす

る点を、削除・訂正すべきことを命じてはいない。その意味で、一審判決の判断基準は、

控訴審判決によって否定されているわけではない。実際に、一審判決後に国側が自主的に

変更決定を行った処分は、国側が一審判決に従って行った決定であり、一審判決が示した

法理がそのまま実現されたというべきである。 

 

以上のように、今回の控訴審判決は、外務省側の主張を認めた反面、本会の主張をほと

んど認めず、インカメラについても言及しなかった点などから、不当な判決だったと言わ

ざるを得ない。しかし本会は、一審判決が示した判断基準を基本的に維持したと判断し、

上告しないことを決定した。 

 

（２）2008年 5月までに外務省が開示決定した 1916の文書のうち、部分開示文書が 525、

不開示文書が 23あった。しかし、2012年 10月 11日の東京地裁判決以後、外務省は 2013

年 3～4月、11月、そして 2014年 3月に、控訴対象の部分を除いて新たに開示決定を行な

った。また、本会が情報開示を再請求した文書については、2013 年 1 月および 2014 年 4

月にそれぞれ開示決定された。その結果、部分開示文書は 382、不開示文書は 1 となった
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（この不開示文書は前回の訴訟で争った「竹島問題に関する文献資料」という文書である）。 

上述の通り、今回の訴訟では、最終的に外務省が控訴した 47文書、および本会が附帯控訴

した 67文書について判断された。これらの文書のうち、とくに附帯控訴について、本会は

個人情報・法人情報などを敢えて争わない方針である。したがって、外務省が開示決定し

た 1916文書のうち、上記の 114の文書以外の 1812の文書については決着が付いている。

当初、548 の文書が一部または全部不開示だった状況に比べると、とくに 2011 年 10 月の

東京地裁判決以後に、本会は外務省に多くの不開示部分を開示させたことになる。 

 また、韓国および日本において日韓国交正常化に関連する外交文書の多くが開示された

ことを契機として、この問題に対する世論の関心が高まるとともに、とくに韓国において

は 2012年 5月 24日の大法院判決以後、朝鮮人戦争被害者の問題が日韓請求権協定等で解

決済みであるとする主張が相次いで覆されている。日本軍慰安婦問題についても日韓間の

外交懸案として看過できない段階に至っている。これらの事実を踏まえると、本会が目指

す戦争および植民地支配に対する歴史的責任の問題の解決は主として立法および行政・外

交次元での判断がますます重要になってきたといえる。 

 

（３）歴史的な外交文書は市民の共有財産であり、その歴史の検証や将来の外交政策の民

主主義的な構築のためにも不可欠の前提である。「公文書等の管理に関する法律」第 1条に

あるように、公文書は「健全な民主主義の根幹を支える国民共有の知的資源」である。作

成から 30年以上経過した公文書は極力公開するという原則が徹底されねばならない。外務

省はこの精神に基づいて、今後も不開示部分を積極的に開示するよう努力すべきである。 

2013年 12月 13日に公布された「特定秘密の保護に関する法律」はそのような歴史研究や

民主主義の前提を損なうことが憂慮される。さらに、2014年 7月 14日に、1972年の沖縄

返還をめぐる日米間の密約文書開示訴訟の上告審判決で、行政機関が存在しないと主張す

る文書について「開示の請求者側に存在を立証する責任がある」として原告敗訴が確定し
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た。このような判決は、西山太吉氏が述べるように、国民主権にのっとった情報公開の精

神がみじんもなく、民主主義の基礎を崩壊させるものである。私たちはこの最高裁判決に

対しては、強く抗議する。 

 

（４）本会は 2007年 12月 26日の東京地裁判決で、外務省が日韓会談文書の開示決定をし

ないことが「行政機関の保有する情報の公開に関する法律」に照らして不作為の違法であ

るとする判決を勝ち取った。さらに、上述の通り 2011年 10月 11日の東京地裁判決で、「当

該不開示処分に係る行政文書が、条約その他の国際約束に関する文書又はこれに準ずる文

書等であって、その作成から当該不開示処分が行われるまでに少なくとも 30年以上経過し

ている場合には、被告は・・・当該不開示文書の作成後における時の経過、社会情勢の変

化等の事情の変化を考慮しても、なお当該不開示処分の時点において同条 3号又は 4号に

いう「おそれ」が法的保護に値する蓋然性をもって存在することを推認するに足りる事情

をも主張立証する必要がある」という判断を勝ち取った。本会は裁判闘争によるこれらの

成果を今後の運動に生かしつつ、日本の戦争および植民地支配に対する歴史的責任の問題

の解決および情報公開を通した民主主義の進展を目指すことを改めて声明する。 

 

以上 
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 年 　月　日 　　全面開示請求　

  

2006 　 4月25日　　　   開示請求　　　　　開示請求 　　　

5月25日 　　　 特例適用通知

8月17日 　　1次部分開示（65頁）

10月2日 　　審査会へ異議申立 　一次訴訟(開示期間）

12月18日  　　東京地裁へ提訴　　

2007 3月6日  　　　第１回口頭弁論

3月28日 １次の逆転全部開示(193頁)

4月27日     ２次開示（1533頁）   

5月8日   　　　第２回口頭弁論

7月10日   　　　第３回口頭弁論

9月25日   　　　第４回口頭弁論 二次訴訟（不開示理由）

11月16日 　　3次開示（５３４０頁）

11月26日   　　　第５回口頭弁論

12月26日  　   　　原告：勝訴

2008 1月8日   　国：東京高裁へ控訴

1月26日  三次訴訟（不開示理由）　

4月18日 　 ４次開示（3482頁）

4月23日   控訴審第 １回口頭弁論 　　東京地裁へ提訴

5月2日 　 ５次開示（16263頁）

5月9日 　 ６次開示（32951頁）

5月28日   　　　第２回口頭弁論

　 　　原告::取下げを提示 　

6月3日  　　国：取下げ同意で終了 　　審査会へ異議申立

6月10日   原告：異議申立書提出

7月1日 　　　　 　　　　第1回口頭弁論

7月7日 国(外務省）第１次補正命令

8月29日 　　　　　　　　　 　　　　　　　　　      原告：同意書提出

9月9日 　　　　 　　　　第２回口頭弁論

10月14日 　　　東京地裁へ提訴

11月25日 　　　　 　　　　第３回口頭弁論

12月17日 　　　  第１回口頭弁論

2009 2月17日 　　　　 　　　　第4回口頭弁論

2月19日 異議申立に関する申し入届

2月26日 国(外務省）：第２次補正命令

3月4日 　　　  第２回口頭弁論

4月6日 原告：回答及び申入書提出

4月15日 　　 　　　　第５回口頭弁論

5月26日 　　　  第３回口頭弁論

6月9日 国(外務省）：第３次補正命令

7月8日 　　　　 　　　　第6回口頭弁論

7月28日 原告：回答及び申入書再提出

9月1日 　　　   第４回口頭弁論

10月21日 　　　　 　　第７回口頭弁論（結審）

12月8日 　　　   第５回口頭弁論

12月16日 原告・敗訴

12月25日 　　　 　　　　東京高裁へ控訴

2010 2月23日 　　　  第６回口頭弁論

4月21日 　　　  第７回口頭弁論

5月12日 　　 　　　控訴審　即日結審　

6月23日 　　　　原告・敗訴 　　  原告：申入れ書再々提出

6月30日 　　　  第８回口頭弁論

　　　　　　　　　　　　　　　日韓会談文書　開示請求から今日までの流れ
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7月7日 　　　最高裁判所へ上告 　　　

9月8日 　　　   第9回口頭弁論

9月15日 　上告受理申立理由書提出

11月5日 　　　 　　　   第10回口頭弁論

2011 1月21日 第11回口頭弁論

3月18日 第12回口頭弁論

5月9日 上告不受理決定・原告敗訴

6月14日 第１３回口頭弁論

8月29日 開示変更決定（６３文書）

9月6日 第１４回口頭弁論

9月30日 弁論準備手続き

11月29日
第１５回口頭弁論中止・

弁論準備手続き

12月27日 弁論準備手続き

2012 3月6日 第１５回口頭弁論・結審

6月21日 再請求

7月20日 特例適用通知

9月11日 判決言い渡し・延期

10月11日 判決言い渡し

10月11日 原告一部勝訴

10月24日 国：東京高裁に控訴

2013 1月21日 開示決定

3月22日 異議申し立て

3月29日 開示変更決定

4月1日 開示変更決定

7月9日 控訴審第１回口頭弁論

11月26日 開示変更決定

12月10日 控訴審第２回口頭弁論

2014 3月13日 控訴審第３回口頭弁論

3月24日 開示変更決定

3月26日 控訴審第４回口頭弁論・結審

4月2日 開示変更決定

7月25日 控訴審判決
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日本政府は韓日会談文書を直ちに公開

し,韓日間の壊された信頼を回復せよ 
 

2014年 7月 25日，東京高等裁判所は韓日会談文書公開訴訟に対する判決を下した。上

記判決は，日本外務省が控訴した不開示の部分に対して全面的に日本外務省の主張を認め,

原告らが附帯控訴をなした 3つの部分を除いたすべての主張を退ける不当なものである。 

 

私たちは上記判決に対して抗議するところであるが，これ以上，上告をしないことにし

た。 

 

その理由は，外務省は 548件の文書を完全公開していたところ，その後，1審判決の勝

訴によって，やむを得ず順次公開をするようになったにもかかわらず，その状況が正しく

日本では報道されなかった。併せて，今回の東京高等裁判所で原告らが控訴を通して逆転

勝訴した部分も全く報道されていない。このような状況において，上告し,裁判に勝ち,公

開を勝ち取っても，報道されないならば何の意味があるのか? 

 

したがって，私たちは，これ以上，判決ではなく日本の良識と民主主義の力で関連文書

の全面公開を促す。 

 

東京高等裁判所は，2014年 7月 25日の判決を通して,たとえ韓日協定が締結されてすで

に 50年近く経過しても，韓日両国の関係は改善が要望されており，北朝鮮との国交正常化

交渉はこれから始まる状況であるが，こういう状況で不開示文書が公開されれば北朝鮮側

に有利に利用され,文化財に対しては韓国との間にも引渡し問題が再燃されて,独島に対す
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る情報は，韓国との関係で不必要なあつれきを生じさせ,当時の日本高官の率直な発言等が

韓国国民を刺激することもあるという理由を認め,日本政府の不当な主張を受け入れた。 

 

すなわち，南北分断を利用して漁夫の利を得たことをどうにか維持し,請求権問題が 1965

年当時正しく処理されなかった真実が暴かれるのを恐れ,植民支配に対する反省がない日

本政府高官らの妄言を隠すことが，結果，日本国民らに有利だという東京高等裁判所のこ

のような判断は，善良な日本国民の良識にも反し，民主主義の発展に対しても足を引っ張

ることになる。 

 

私たちは，このような判断は，侵略戦争の戦犯らの利益を守ろうとすることで，侵略戦

争を反省し恒久平和主義を尊重する日本憲法にも反することであると主張する。 

 

したがって今回の原告らの上告の断念を契機に，逆に韓日会談文書を全面公開し,韓日間

の信頼関係を回復することを求める。 

 

2014.8.8. 

韓日会談文書公開訴訟韓国側原告団一同 
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２０１４年度総会案内 

（日時） １２月２３日（火・休） 午前１０時半～１２時（１０時開場） 

（会場） 東京しごとセンターセミナー室（予定） 

（内容） ７・２５控訴審判決報告（弁護団） 

     ２０１４年度活動報告・決算 

     ２０１５年度活動方針・予算 

公開シンポジウム案内 

（日時） １２月２３日（火・休） 午後１時半～４時半（午後１時開場） 

（会場） 東京しごとセンターセミナー室（予定） 

（テーマ） 「日韓会談文書公開運動の成果と課題－日韓条約締結５０周年を前にして」 

（企画内容） 

◇基調報告「情報公開と日韓会談文書公開運動の意義」（仮） 

◇シンポジウム課題案 

  ①日韓条約とは何だったのか（日本、韓国、アジアにとって） 

  ②未完の植民地清算（在日韓国朝鮮人、排外主義の問題も視野に） 

  ③文化の略奪と植民地主義（国が不開示に固執した文化財問題から見える日韓関係） 

※会場、内容は変更となる可能性がありますので、詳細は次号のニュースをご覧ください。 

 
日韓会談文書・全面公開を求める会 

共同代表：太田 修 田中 宏 吉澤 文寿 

（事務局） 

160-0004東京都新宿区四谷３－３ エスパスコンセール４Ｆ 

Ｊ＆Ｋ法律事務所気付 TEL：090-9204-7607 FAX：03-5241-9906 

E-mail：nikkanbunsyo2012@yahoo.co.jp 

ＨＰ http://www.f8.wx301.smilestart.ne.jp/ 


